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パワハラ防止法に関する動き（2022 年 4 月～は中小企業へも施行） 

令和２年６月１日に大企業にパワハラ防止法（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用

の安定及び職業生活の充実等に関する法律第３０条の２の創設）が施行されてから１年が経

過しましたが、来年の４月１日からは、いよいよ中小企業にも施行されることになります。 

この法改正は、パワハラの定義付けと防止措置の義務付けの２本柱で成り立っておりますが、

前者のパワハラの定義については、ア：職場において行われる優越的な関係を背景とした言

動であって、イ：業務上必要かつ相当な範囲を超えたものであり、ウ：その雇用する労働者

の就業環境が害するものあるものとされました。 

その上で、厚労省が示したパワハラ指針（事業主が職場における優越的な関係を背景とした

言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針）には、パワハラの

６類型として、①身体的な攻撃（暴行・傷害）②精神的な攻撃（脅迫・名誉毀損・侮辱・ひ

どい暴言）、③人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視）、④過大な要求（業務上

明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨害）、⑤過少な要求（業務上の合

理性なく能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと）、⑥

個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること）が示されております。 

防止措置を講じるためには、パワハラとは何を意味するのか、それに該当するのかの分岐点

を理解する必要があります。 

実務上よく問題となり得るのは、「イ：業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの」か否かの

判断が難しい「指導」と「パワハラ」の区別です。強めの叱責を行うことが必ずしもパワハ

ラになるわけでなく、業務上の必要性が認められ、かつ、相当な範囲を超えたものがパワハ

ラに該当するという点がポイントです。 

※「指導」と「パワハラ」の性質の違いに着目して比較一覧 

 


